
Special Feature

　
か
く
税
金
対
策
だ
け
が
注
目

さ
れ
る
事
業
承
継
だ
が
、
オ

ー
ナ
ー
企
業
で
は
、
利
害
が

相
反
す
る
「
フ
ァ
ミ
リ
ー
（
親
族
）」

「
経
営
者
（
取
締
役
）」「
株
主
」
の
三
つ

の
利
害
関
係
者
が
複
雑
に
入
り
組
ん
で

い
る
（
図
２
－
１
参
照
）。

　
事
業
承
継
で
は
、
後
継
者
へ
経
営
の

権
利
を
承
継
さ
せ
る
「
経
営
の
承
継
」、

株
式
・
不
動
産
な
ど
財
産
を
承
継
さ
せ

る
「
資
産
の
承
継
」、
経
営
者
の
想
い

③
財
政
・
財
務
構
想

　
経
営
を
引
き
継
ぐ
際
に
は
、
現
状
と

将
来
の
構
想
を
「
見
え
る
化
」
し
て
お

く
こ
と
。
同
族
会
社
で
は
、
先
代
経
営

者
が
退
く
際
に
、
業
績
が
低
迷
す
る
こ

と
も
多
い
。
承
継
時
の
収
支
ロ
ス
を
最

小
化
し
つ
つ
、
計
画
的
か
つ
柔
軟
な
事

業
戦
略
の
立
案
が
ポ
イ
ン
ト
と
な
る
。

　
相
続
税
が
多
額
に
な
る
場
合
、
会
社

が
納
税
を
肩
代
わ
り
す
る
こ
と
も
あ
る
。

会
社
の
事
業
承
継
だ
け
で
な
く
、
オ
ー

ナ
ー
家
の
相
続
も
考
慮
し
た
財
務
構
想

集
約
で
き
る
。
こ
れ

ら
を
チ
ェ
ッ
ク
し
て

問
題
点
を
浮
か
び
上

が
ら
せ
、
解
決
し
て

い
く
。

〈
後
継
者
〉

①
後
継
者
計
画

　
親
族
内
承
継
で
は
、

経
営
者
の
息
子
・
娘

の
ほ
か
、
配
偶
者
・

娘
婿
・
お
い
・
い
と

こ
が
後
継
者
と
な
る

ケ
ー
ス
が
あ
る
。
後

継
者
計
画
で
は
、
役

職
の
つ
け
方
と
と
も

に
、
社
内
外
へ
の
周

知
の
さ
せ
方
が
重
要

だ
。
社
内
の
各
部
門

を
統
括
さ
せ
た
り
、

新
規
事
業
や
設
備
投

資
な
ど
の
責
任
者
を

担
わ
せ
て
、
社
長
交
代
ま
で
の
プ
ロ
セ

ス
を
書
き
出
そ
う
。
現
経
営
者
の
ノ
ウ

ハ
ウ
を
伝
承
す
る
方
法
も
議
論
し
て
お

き
た
い
。

　
併
せ
て
、
重
要
な
の
が
後
継
者
教
育

だ
。
事
業
に
必
要
な
能
力
・
知
識
を
得

る
た
め
に
社
内
外
で
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
す

る
必
要
が
あ
る
。

　
ま
た
、
将
来
の
役
員
候
補
者
を
選
定

・
研
修
す
る
こ
と
も
重
要
で
あ
る
。

〈
経
営
の
承
継
〉

②
事
業
戦
略
計
画

を
承
継
さ
せ
る
「
意
志
の
承
継
」、
こ

れ
ら
三
つ
を
バ
ラ
ン
ス
よ
く
最
大
化
す

る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

　
オ
ー
ナ
ー
企
業
で
は
、
会
社
が
歴
史

を
重
ね
る
過
程
で
、
関
係
す
る
家
族
が

増
え
、
株
式
が
分
散
し
、
外
部
か
ら
の

経
営
幹
部
の
登
用
で
、
フ
ァ
ミ
リ
ー
、

経
営
者
、
株
主
の
三
つ
の
円
が
ず
れ
て

い
く
。
事
業
承
継
の
課
題
は
、
こ
の
三

つ
の
円
の
ず
れ
に
起
因
す
る
も
の
だ
。

　
課
題
は
次
の
①
〜
⑫
の
ポ
イ
ン
ト
に

経
営・資
産・意
志
を
引
き
継
ぐ

「
親
族
内
承
継
」の
進
め
方

三
浦
英
二
●
グ
ラ
ン
ト
ソ
ン
ト
ン
太
陽
Ａ
Ｓ
Ｇ
税
理
士
法
人
パ
ー
ト
ナ
ー

オ
ー
ナ
ー
企
業
で
は
世
代
交
代
が
進
む
に
つ
れ
、
関
係
す
る
家
族
や
株
主
、

親
族
以
外
の
経
営
幹
部
も
増
え
て
い
く
。
関
係
者
が
増
え
れ
ば
争
い
の
火

種
に
な
り
か
ね
な
い
。
上
手
な
親
族
内
承
継
の
進
め
方
を
伝
授
す
る
。

親族・経営者・株主のずれがもめる要因

11/9号　P42_図_1特-事業承継の地獄-12の課題

柳澤
オーバープリント済み

2-1　事業承継の三つの当事者と12の課題

ファミリー（親族）

株主 経営者（取締役）

❽親族の資産保全
❾親族の持分権
10事業に関与
　しない親族

❹親族の事業参加
❺現経営者の
　リタイア計画
❼報酬計画

❷事業戦略計画
❸財政・財務構想

❶後継者計画
12親族間の
　利害対立の解決

11親族の信念・信条

❻親族以外の
　幹部の処遇
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完全対策 事業承継特集

す
い
。
自
社
株
の
持
ち
方
に
つ
い
て
、

現
経
営
者
を
中
心
に
親
族
で
協
議
し
て

お
く
必
要
が
あ
る
。

⑤
現
経
営
者
の
リ
タ
イ
ア
計
画

　
同
族
会
社
で
は
、
経
営
者
が
個
人
保

証
や
会
社
と
貸
し
借
り
を
行
っ
て
い
る

ケ
ー
ス
が
多
い
。
リ
タ
イ
ア
時
に
、「
銀

行
保
証
の
問
題
を
ど
う
ク
リ
ア
す
る

か
」「
退
職
金
を
い
く
ら
支
払
う
か
」
な

ど
を
事
前
に
検
討
し
て
お
く
。
退
職
時

は
、
自
社
株
の
評
価
が
下
が
り
や
す
い
。

後
継
者
、
次
世
代
へ
の
株
式
の
生
前
贈

与
を
検
討
す
る
に
は
い
い
機
会
で
あ
る
。

⑥
親
族
以
外
の
幹
部
の
処
遇

⑦
報
酬
計
画

　
親
族
以
外
の
幹
部
役
員
の
処
遇
に
つ

い
て
も
考
え
て
お
き
た
い
。
ト
ッ
プ
が

代
わ
る
と
、
若
い
後
継
者
と
古
参
の
番

頭
と
の
間
で
確
執
が
生
じ
や
す
い
。

　
次
世
代
幹
部
社
員
の
処
遇
も
重
要
だ
。

特
に
、
自
社
株
の
保
有
と
報
酬
に
は
注

意
を
払
い
た
い
。
自
社
株
は
経
営
へ
の

参
画
意
識
を
高
め
る
の
に
有
用
だ
が
、

出
資
比
率
、
種
類
、
退
職
時
の
取
り
扱

い
な
ど
を
慎
重
に
決
め
て
お
く
。

　
ま
た
、
人
事
・
給
与
制
度
の
改
定
は

社
内
の
抵
抗
が
起
き
や
す
い
。
報
酬
は

経
営
者
の
一
存
で
決
ま
る
こ
と
も
多
い

が
、
公
平
に
評
価
す
べ
き
で
あ
る
。

〈
資
産
の
承
継
〉

⑧
親
族
の
資
産
保
全

　
資
産
承
継
に
つ
い
て
は
、
ま
ず
現
状

で
の
相
続
税
を
試
算
し
、
納
税
で
き
る

か
否
か
を
見
極
め
る
。
会
社
に
利
益
を

蓄
積
し
て
き
た
オ
ー
ナ
ー
経
営
者
の
大

半
は
、
自
社
株
の
評
価
が
高
く
、
相
続

税
が
避
け
ら
れ
な
い
。
相
続
財
産
の
評

価
引
き
下
げ
な
ど
の
対
策
を
行
う
際
に

は
、
可
能
な
限
り
多
く
の
財
産
を
残
す

こ
と
が
目
標
と
な
る
。

　
事
業
と
無
関
係
の
資
産
を
会
社
の
外

部
に
築
く
こ
と
も
大
事
だ
。
会
社
の
業

績
に
左
右
さ
れ
る
こ
と
な
く
、
後
継
者

が
重
要
と
な
る
。

④
親
族
の
事
業
参
加

　
分
家
の
親
族
（
お
じ
・
お
い
・
い
と

こ
）
が
入
社
し
て
い
る
会
社
で
は
、
世

代
を
経
る
ご
と
に
、
株
式
が
分
散
し
や

定期的な見直しが大切

11/9号　P43_図_1特-事業承継の地獄-五つのステップ

柳澤
オーバープリント済み

2-2　承継計画作成の五つのステップ
主な検討事項

●親族・経営者・株主の関係の把握
●会社の現状把握（事業収支とキャッシュフロー）
●経営者の資産・負債の状況、自社株評価、相続税の試算
●経営者の個人保証、個人法人間の貸借の把握
●相続発生時に予想される問題点の検討

現状把握・分析STEP 1

●12の課題の認識・優先順位・対応策
●後継者教育の検討
●後継者体制での人材の確保
●経営者個人の資産・負債の整理、個人保証の見直し
●財産分与の方法と納税方法・相続税対策の検討

承継課題の
洗い出し
（12の課題）

●中長期の事業計画・財務構想の作成
●経営者と後継者間の引継期間の設定・役割分担
●自社株の移動方法の検討
●12の課題の具体的なスケジュール化

事業承継
計画表の作成

●人事配置、自社株移動、相続税対策の実行
●継続的な承継計画の見直し

計画の実行と
定期的な
見直し

●親族内の後継者候補の能力・適性の判断・確定
●後継者が複数いる場合の処遇・対応策後継者の確定STEP 2

STEP 3

STEP 4

STEP 5
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Special Feature

と
経
営
に
関
与
し
な
い
親
族
へ
の
公
平

な
財
産
分
与
を
可
能
に
し
て
く
れ
る
。

⑨
親
族
の
持
分
権

⑩
事
業
に
関
与
し
な
い
親
族

　
親
族
が
自
社
株
を
保
有
し
て
い
る
と
、

事
業
に
関
与
す
る
親
族
と
し
な
い
親
族

で
利
害
が
対
立
す
る
こ
と
も
多
い
。
前

者
は
経
営
権
・
議
決
権
に
、
後
者
は
配

当
な
ど
財
産
権
に
こ
だ
わ
る
。
事
業
に

関
与
し
な
い
親
族
に
は
、
自
社
株
以
外

の
財
産
分
与
や
種
類
株
式
を
活
用
す
る

方
法
な
ど
も
検
討
し
た
い
。

〈
意
志
の
承
継
〉

⑪
親
族
の
信
念
・
信
条

⑫
親
族
間
の
利
害
対
立
の
解
決

　
オ
ー
ナ
ー
企
業
の
場
合
、
対
立
が
家

族
の
問
題
な
の
か
、
取
締
役
会
、
株
主

間
の
問
題
な
の
か
が
わ
か
り
づ
ら
い
。

対
立
が
深
刻
化
・
長
期
化
す
る
と
、
事

業
承
継
に
重
大
な
ダ
メ
ー
ジ
を
与
え
る
。

　
経
営
者
の
信
念
・
信
条
を
共
有
し
て

お
け
ば
対
立
を
防
ぐ
こ
と
に
つ
な
が
る
。

信
念
を
示
し
た
遺
言
書
を
作
成
し
て
も

い
い
。
現
経
営
者
を
長
と
す
る
親
族
会

議
を
開
き
、
対
立
の
解
決
方
法
を
事
前

に
決
め
て
お
く
こ
と
も
有
効
で
あ
る
。

優
先
順
位
を
つ
け 

課
題
を
解
決 

計
画
見
直
し
が
決
め
手　

　
承
継
計
画
は
図
２
－
２
の
五
つ
の
ス

テ
ッ
プ
に
従
っ
て
進
め
て
い
く
。

出所：○○○○○○

2013-11/09号　P044-045　1特_事業承継＞事業承継計画表
Ver.2013リニューアル　イラストレーターCS5　オーバープリントまだ　ナカタ

STEP 1 
STEP 2
親族・経営者・
株主の
関係把握と
後継者確定

現経営者

後継者（長男）

1 後継者

3 資産の承継

4 意志の承継

2 経営の承継

年齢

役職

持株割合

年齢

役職

持株割合

項目

後継者40歳で社長交代、10年後に完全引退

40歳で社長交代

❶ 後継者計画

❷ 事業戦略計画　　
❸ 財政・財務構想

❹ 親族の事業参加

❺ 現経営者のリタイア計画

❻ 親族以外の幹部の処遇　
❼ 報酬計画

❽ 親族の資産保全

❾ 親族の持分権　
10 事業に関与しない親族

11 親族の信念・信条　
12 親族間の利害対立の解決

STEP 3
12の課題の
洗い出し

61歳

78%

35歳

12%

62歳

76%

36歳

常務
総務部長兼務
14%

63歳

74%

37歳

16%

64歳

72%

38歳

副社長

18%

65歳

70%

39歳

20%

66歳

会長

68%

40歳

社長

22%

67歳

24%

41歳

66%

68歳

相談役

24%

42歳

66%

69歳

24%

43歳

66%

70歳

引退

24%

44歳

66%

60歳

社長

80%

34歳

取締役
営業部長兼務
10%

得意先への周知

異業種交流会への
参加

後継者による予算の
作成

人事制度の見直し

公正証書遺言の
作成

管理部門・金融機関
への周知

弁護士・税理士など
専門家との交流

相続資金・個人保証
の見直し

個人法人間の貸借
の見直し

自社株・相続税対策
の計画・実行

種類株式の設定①
長女の株を無議決
権株へ

社内での次期社長
紹介

経営者養成セミナー
受講

後継者による
事業計画の立案

現経営者配偶者の
取締役辞任

退職金試算・財源
確保とリタイア後の
生活資金の考慮

次世代の幹部候補
の役員就任・報酬
バランス

長女へ不動産の
生前贈与

取引先・金融機関へ
の次期社長紹介

個人保証の切り替え

長女の監査役就任

親族監査役の報酬

退職金の銀行借り
入れ

社長交代  
報酬半減と退職金
支給

新旧経営者の
報酬バランス

遺言の見直し

現経営者の
幹部役員の退任

非常勤勤務

後継者（長男）への
株式一括移転

種類株式の設計②
現経営者へ黄金株
発行

遺留分の民法特例
家裁で手続き

現経営者の
完全引退

後継者の決定・入社

後継者セミナー受講

事業承継計画表の
公表

次世代の幹部候補
の選定

相続税の試算と
納税方法の検討

後継者（長男）への
株式暦年贈与

長女の持ち分10％
の取り扱い検討

親族会議

1年目
2014年

2年目
2015年

3年目
2016年

4年目
2017年

5年目
2018年

6年目
2019年

7年目
2020年

8年目
2021年

9年目
2022年

10年目
2023年

現在
2013年

【退職金で評価引き下げ後に相続時精算課税贈与】

【退職金で評価引き下げ後に相続時精算課税贈与】

【後継者へ暦年贈与】

【後継者へ暦年贈与】

STEP 4

STEP 5

事業計画表の作成

計画の実行と定期的な計画の見直し

こ れ で 完 璧
＊青字は記入例事 業 承 継  計 画 表2-3
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完全対策 事業承継特集

　
Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
１
で
は
、
最
初
に
自
社
の

親
族
、
経
営
者
、
株
主
の
状
況
を
把
握

す
る
。

　
図
２
－
１
の
三
つ
の
円
に
人
物
を
配

置
し
、
年
齢
、
役
職
、
持
株
割
合
な
ど

を
記
入
す
れ
ば
わ
か
り
や
す
い
。
併
せ

て
会
社
の
財
務
上
の
問
題
点
を
把
握
す

る
。
ま
た
、
現
経
営
者
の
資
産
・
負
債

を
把
握
し
、
自
社
株
の
評
価
額
や
相
続

税
を
試
算
し
て
お
く
。

　
Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
２
に
進
も
う
。

　
後
継
者
が
息
子
・
娘
の
場
合
に
は
、

心
情
的
に
社
内
外
か
ら
受
け
入
れ
ら
れ

や
す
い
。
一
方
、
子
の
能
力
や
適
性
に

問
題
が
あ
る
と
、
後
継
者
教
育
が
よ
り

重
要
に
な
る
。

　
時
間
軸
と
と
も
に
、
後
継
者
を
ど
の

よ
う
に
昇
進
さ
せ
て
い
く
か
も
イ
メ
ー

ジ
し
て
お
き
た
い
。

　
Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
３
・
４
で
は
、
前
述
の
12

の
課
題
を
整
理
・
抽
出
し
、
イ
ベ
ン
ト

や
時
期
を
時
系
列
で
記
入
す
る
。
図
２

－
３
に
は
、
６
年
後
に
社
長
交
代
、
10

年
後
に
完
全
引
退
の
シ
ナ
リ
オ
の
下
、

現
経
営
者
か
ら
後
継
者
（
長
男
）
へ
の

事
業
承
継
計
画
表
の
例
を
示
し
た
。
参

考
に
し
て
い
た
だ
き
た
い
。

　
重
要
な
の
は
Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
５
で
あ
る
。

計
画
に
優
先
順
位
を
つ
け
な
が
ら
解
決

し
て
い
く
。
併
せ
て
変
化
し
て
い
く
経

営
環
境
、
家
族
構
成
、
財
産
内
容
に
即

し
た
計
画
の
定
期
的
な
見
直
し
が
、
成

功
の
決
め
手
と
な
る
。

出所：○○○○○○

2013-11/09号　P044-045　1特_事業承継＞事業承継計画表
Ver.2013リニューアル　イラストレーターCS5　オーバープリントまだ　ナカタ

STEP 1 
STEP 2
親族・経営者・
株主の
関係把握と
後継者確定

現経営者

後継者（長男）

1 後継者

3 資産の承継

4 意志の承継

2 経営の承継

年齢

役職

持株割合

年齢

役職

持株割合

項目

後継者40歳で社長交代、10年後に完全引退

40歳で社長交代

❶ 後継者計画

❷ 事業戦略計画　　
❸ 財政・財務構想

❹ 親族の事業参加

❺ 現経営者のリタイア計画

❻ 親族以外の幹部の処遇　
❼ 報酬計画

❽ 親族の資産保全

❾ 親族の持分権　
10 事業に関与しない親族

11 親族の信念・信条　
12 親族間の利害対立の解決

STEP 3
12の課題の
洗い出し

61歳

78%

35歳

12%

62歳

76%

36歳

常務
総務部長兼務
14%

63歳

74%

37歳

16%

64歳

72%

38歳

副社長

18%

65歳

70%

39歳

20%

66歳

会長

68%

40歳

社長

22%

67歳

24%

41歳

66%

68歳

相談役

24%

42歳

66%

69歳

24%

43歳

66%

70歳

引退

24%

44歳

66%

60歳

社長

80%

34歳

取締役
営業部長兼務
10%

得意先への周知

異業種交流会への
参加

後継者による予算の
作成

人事制度の見直し

公正証書遺言の
作成

管理部門・金融機関
への周知

弁護士・税理士など
専門家との交流

相続資金・個人保証
の見直し

個人法人間の貸借
の見直し

自社株・相続税対策
の計画・実行

種類株式の設定①
長女の株を無議決
権株へ

社内での次期社長
紹介

経営者養成セミナー
受講

後継者による
事業計画の立案

現経営者配偶者の
取締役辞任

退職金試算・財源
確保とリタイア後の
生活資金の考慮

次世代の幹部候補
の役員就任・報酬
バランス

長女へ不動産の
生前贈与

取引先・金融機関へ
の次期社長紹介

個人保証の切り替え

長女の監査役就任

親族監査役の報酬

退職金の銀行借り
入れ

社長交代  
報酬半減と退職金
支給

新旧経営者の
報酬バランス

遺言の見直し

現経営者の
幹部役員の退任

非常勤勤務

後継者（長男）への
株式一括移転

種類株式の設計②
現経営者へ黄金株
発行

遺留分の民法特例
家裁で手続き

現経営者の
完全引退

後継者の決定・入社

後継者セミナー受講

事業承継計画表の
公表

次世代の幹部候補
の選定

相続税の試算と
納税方法の検討

後継者（長男）への
株式暦年贈与

長女の持ち分10％
の取り扱い検討

親族会議

1年目
2014年

2年目
2015年

3年目
2016年

4年目
2017年

5年目
2018年

6年目
2019年

7年目
2020年

8年目
2021年

9年目
2022年

10年目
2023年

現在
2013年

【退職金で評価引き下げ後に相続時精算課税贈与】

【退職金で評価引き下げ後に相続時精算課税贈与】

【後継者へ暦年贈与】

【後継者へ暦年贈与】

STEP 4

STEP 5

事業計画表の作成

計画の実行と定期的な計画の見直し

こ れ で 完 璧
＊青字は記入例事 業 承 継  計 画 表2-3
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Special Feature

権
力
絶
大
の
黄
金
株
で

後
継
者
に
緊
張
感
を

後
継
者
を
育
成
中

　
後
継
者
が
継
い
で
く
れ
た
も
の
の
、

う
ま
く
経
営
で
き
る
の
か
、
不
安
に
感

じ
て
い
る
社
長
は
少
な
く
な
い
だ
ろ
う
。

こ
う
し
た
後
継
者
の
育
成
段
階
に
あ
る

会
社
は
通
常
の
普
通
株
式
と
は
異
な
る

「
種
類
株
式
」
の
導
入
が
有
効
だ
。
具

体
的
に
は
、
黄
金
株
（
拒
否
権
付
き
株

式
）
に
、
役
員
選
解
任
権
付
き
株
式
を

組
み
合
わ
せ
た
株
式
を
活
用
す
る
。

　
例
え
ば
、
現
在
、
発
行
済
み
株
式
数

１
０
０
０
株
の
う
ち
、
社
長
が
５
５
０

株
、
長
男
（
専
務
）
が
２
５
０
株
、
次

男
（
常
務
）
が
２
０
０
株
を
所
有
し
て

い
る
ケ
ー
ス
。

　
社
長
は
第
一
線
か
ら
退
き
た
い
も
の

の
、
２
人
の
子
に
す
べ
て
を
任
せ
る
の

　
人
の
承
継
は
３
代
先
ま
で
明
る
い
が
、

自
社
株
の
承
継
対
策
は
ま
っ
た
く
進
ん

で
い
な
い
。

　
好
業
績
が
続
け
ば
、
自
社
株
の
評
価

額
は
上
昇
し
て
い
く
。
高
田
さ
ん
が
亡

く
な
り
、
相
続
す
る
時
点
で
は
さ
ら
な

る
評
価
額
の
上
昇
で
、
親
族
の
相
続
税

の
負
担
が
大
き
く
な
る
。

　
も
し
高
田
さ
ん
の
よ
う
に
、
親
族
に

後
継
者
候
補
が
い
る
な
ら
「
相
続
時
精

算
課
税
制
度
」
が
有
力
な
選
択
肢
だ
。

　
相
続
時
精
算
課
税
制
度
は
、
親
か
ら

子
に
財
産
を
贈
与
し
た
と
き
の
税
負
担

を
軽
減
し
、
相
続
が
発
生
し
た
と
き
に

贈
与
分
と
相
続
分
を
合
わ
せ
て
、
相
続

税
で
精
算
す
る
制
度
で
あ
る
（
表
２
－

４
参
照
）。

　
通
常
の
暦
年
贈
与
に
比
べ
て
、
贈
与

時
の
税
負
担
は
抑
え
ら
れ
る
が
、
相
続

時
に
精
算
す
る
た
め
、
単
純
に
節
税
に

な
る
わ
け
で
は
な
い
。

　
ま
た
、
役
員
選
解
任
権
付
き
株
式
を

持
っ
て
い
る
人
は
、
種
類
株
主
総
会
に

お
い
て
取
締
役
や
監
査
役
を
選
任
・
解

任
で
き
る
。

　
こ
の
た
め
、
後
継
者
は
緊
張
感
を
持

っ
て
経
営
に
当
た
る
こ
と
に
な
る
の
だ
。

　
後
継
者
に
会
社
を
任
せ
て
引
退
す
る

際
に
は
、
黄
金
株
を
普
通
株
式
に
戻
し

て
渡
せ
ば
よ
い
が
、
社
長
が
死
亡
し
て

相
続
が
発
生
し
た
場
合
に
備
え
て
、
黄

金
株
を
長
男
に
相
続
さ
せ
る
よ
う
遺
言

を
残
し
て
お
く
。

　
な
お
、
種
類
株
式
は
登
記
事
項
で
あ

る
た
め
、
黄
金
株
を
採
用
す
る
と
、
会

社
外
部
の
人
が
登
記
簿
謄
本
を
見
た
と

き
、
後
継
者
に
実
質
的
な
経
営
権
が
な

い
と
思
わ
れ
る
デ
メ
リ
ッ
ト
も
あ
る
。

�

税
理
士
・
内
沼
英
城

株
価
を
引
き
下
げ
贈
与
し

相
続
時
に
税
金
を
精
算

好
業
績
で
株
価
が
上
昇
中

　
都
内
で
健
康
食
品
会
社
を
経
営
す
る

高
田
晴
一
さ
ん
（
仮
名
・
70
歳
）。
昨

今
の
健
康
ブ
ー
ム
で
業
績
は
好
調
、
今

後
も
好
業
績
が
期
待
で
き
る
。

　
最
近
、
自
社
株
の
評
価
を
行
っ
た
が
、

評
価
額
は
１
株
80
万
円
、
高
田
さ
ん
が

保
有
す
る
５
０
０
株
の
評
価
総
額
は
４

億
円
に
も
な
っ
た
。
長
男
は
次
期
社
長

と
し
て
会
社
に
入
っ
て
お
り
、
す
で
に

成
人
し
た
孫
も
い
る
。

は
時
期
尚
早
と
感
じ
て
い
る
。

　
黄
金
株
の
導
入
方
法
は
こ
う
だ
。
ま

ず
、
役
員
選
解
任
権
付
き
の
黄
金
株
を

1
株
発
行
し
て
社
長
が
保
有
す
る
。
一

方
、
社
長
が
保
有
し
て
い
た
普
通
株
式

５
５
０
株
を
子
２
人
に
生
前
贈
与
す
る
。

　
贈
与
後
、
社
長
の
保
有
す
る
株
式
は

黄
金
株
た
っ
た
1
株
に
す
ぎ
な
い
。
だ

が
、
役
員
選
解
任
権
を
付
す
こ
と
で
、

後
継
者
の
会
社
経
営
や
役
員
の
選
任
・

解
任
に
つ
い
て
強
い
権
限
を
持
つ
。

　
通
常
、
会
社
の
意
思
決
定
は
株
主
総

会
や
取
締
役
会
で
行
わ
れ
る
。
し
か
し
、

黄
金
株
を
発
行
し
て
い
る
会
社
で
は
、

新
規
事
業
へ
の
投
資
、
支
店
開
設
、
金

融
機
関
か
ら
の
多
額
の
借
り
入
れ
、
合

併
な
ど
の
組
織
再
編
、
定
款
変
更
な
ど

一
定
の
決
議
事
項
に
つ
い
て
、
株
主
総

会
や
取
締
役
会
の
決
議
の
ほ
か
、「
黄
金

株
の
株
主
の
承
認
を
要
す
る
」
と
定
め

る
こ
と
が
で
き
る
。

事
業
承
継
で
は
、
先
代
経
営
者
の
生
前
か
ら
入
念
な
対
策
が
欠
か
せ
な
い
。

数
多
く
の
事
業
承
継
を
手
が
け
る
グ
ラ
ン
ト
ソ
ン
ト
ン
太
陽
Ａ
Ｓ
Ｇ
税
理

士
法
人
の
専
門
家
が
、
そ
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
紹
介
す
る
。

後
継
者
問
題
か
ら
税
金
対
策
ま
で

プ
ロ
の
知
恵
を
一
挙
公
開

悩
み
別
承
継
対
策

監
修
●
グ
ラ
ン
ト
ソ
ン
ト
ン
太
陽
Ａ
Ｓ
Ｇ
税
理
士
法
人

贈与時点の税金を軽減

11/9号　P46_図_1特-事業承継の地獄-相続時精算課税の特徴

柳澤
オーバープリント済み

2-4　相続時精算課税制度の特徴

1

2

3

贈与される人は
将来相続人となる子に限定

贈与の時点では２５００万円まで
税金がかからず、超えた分に
一律税率20％で課税

相続税で精算する際、財産の
評価額は贈与時の価額に固定
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完全対策 事業承継特集

　
相
続
時
精
算
課
税
制
度
を
使
っ
て
自

社
株
の
贈
与
を
行
う
際
に
は
、
ま
ず
株

価
の
引
き
下
げ
策
を
実
施
し
た
後
に
贈

与
を
行
う
の
が
こ
つ
だ
。
こ
れ
に
よ
り

贈
与
税
の
負
担
を
軽
減
し
、
相
続
財
産

価
額
を
低
く
固
定
し
て
、
ス
ム
ー
ズ
に

株
の
承
継
が
で
き
る
。

　
高
田
さ
ん
の
会
社
の
ケ
ー
ス
で
見
て

い
こ
う
（
表
２
－
５
参
照
）。

株
会
（
民
法
組
合
）
を
設
立
し
て
オ
ー

ナ
ー
家
の
保
有
株
式
を
売
却
し
、
相
続

対
象
と
な
る
株
式
の
数
量
を
減
ら
す
対

策
が
効
果
的
だ
（
図
２
－
６
参
照
）。

　
相
続
税
対
策
と
し
て
従
業
員
持
株
会

を
活
用
す
る
場
合
、
オ
ー
ナ
ー
家
の
経

営
権
に
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
程
度
の
株

数
（
発
行
済
み
株
式
数
の
20
〜
25
％
程

度
）
を
譲
渡
し
、
従
業
員
持
株
会
に
保

有
し
て
も
ら
う
。
少
数
株
主
へ
の
譲
渡

な
ら
、
他
の
方
式
で
算
出
す
る
よ
り
株

価
が
低
く
な
る
「
配
当
還
元
価
額
」
で

株
式
を
譲
渡
で
き
る
。
こ
の
た
め
、
相

続
ま
で
株
式
を
保
有
す
る
よ
り
相
続
財

産
の
総
額
を
減
ら
す
こ
と
が
で
き
る
。

経
営
権
に
影
響
な
い
範
囲
で

従
業
員
持
株
会
に
株
を
譲
渡

自
社
株
評
価
額
が
高
い

　
東
京
近
郊
で
製
造
業
を
営
む
萩
原
太

一
社
長
（
仮
名
・
65
歳
）
は
、
高
齢
の

母
が
持
つ
自
社
株
に
頭
を
悩
ま
せ
て
い

る
。
評
価
額
が
高
く
な
り
過
ぎ
て
、
ま

と
ま
っ
た
数
の
株
式
を
生
前
贈
与
す
る

の
が
難
し
く
な
っ
た
か
ら
だ
。

　
萩
原
社
長
は
、
発
行
済
み
株
式
の
３

分
の
２
超
を
保
有
し
て
い
る
。
こ
の
た

め
、
将
来
の
事
業
承
継
も
考
え
、
株
を

長
男
（
母
か
ら
見
て
孫
）
に
生
前
贈
与

し
て
も
ら
い
た
い
と

考
え
て
い
た
が
、
会

社
の
業
績
は
好
調
で

顧
問
税
理
士
に
「
評

価
額
を
引
き
下
げ
る

方
法
が
見
当
た
ら
な

い
」
と
言
わ
れ
て
し

ま
っ
た
。

　

相
続
ま
で
に
株
式

の
承
継
が
終
わ
ら
な

け
れ
ば
、
萩
原
社
長

に
多
額
の
相
続
税
が

発
生
す
る
。
こ
の
よ

う
に
自
社
株
の
評
価

額
を
引
き
下
げ
て
親

族
に
贈
与
や
譲
渡
す

る
こ
と
が
難
し
い
会

社
で
は
、
従
業
員
持

　
全
株
式
を
長
男
に
暦
年
贈
与
す
る
と
、

１
億
９
７
２
０
万
円
の
贈
与
税
が
か
か

る
。
こ
の
時
点
で
、
相
続
時
精
算
課
税

を
選
ぶ
と
贈
与
税
は
７
５
０
０
万
円
と

な
る
。

　
高
田
さ
ん
の
会
社
で
は
、
通
常
1
億

円
の
利
益
が
出
て
い
る
。
そ
こ
で
、
株

価
引
き
下
げ
対
策
と
し
て
、
高
田
さ
ん

に
役
員
退
職
金
を
支
給
し
、
利
益
を
１

０
０
万
円
ま
で
圧
縮
す
る
（
１
株
当
た

り
の
株
式
評
価
額
10
万
円
）。

　
こ
の
時
点
で
相
続
時
精
算
課
税
制
度

を
利
用
し
て
贈
与
す
れ
ば
、
贈
与
税
は

５
０
０
万
円
と
な
る
。
も
ち
ろ
ん
相
続

発
生
時
に
お
け
る
自
社
株
の
１
株
当
た

り
評
価
額
は
10
万
円
の
ま
ま
だ
。

　
な
お
、
相
続
時
精
算
課
税
を
選
ぶ
と
、

将
来
業
績
が
悪
化
し
て
相
続
発
生
時
の

株
価
が
低
く
な
っ
て
も
贈
与
時
の
価
額

で
評
価
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
し
か
し
、
相
続
の
発
生
時
期
（
＝
現

経
営
者
の
死
亡
）
は
選
ぶ
こ
と
が
で
き

な
い
。
一
方
、
贈
与
な
ら
現
経
営
者
が

自
ら
の
意
思
で
株
価
引
き
下
げ
を
実
施

し
た
後
、
自
社
株
を
承
継
で
き
る
。

　
さ
ら
に
今
年
度
の
税
制
改
正
で
、
２

０
１
５
年
１
月
１
日
か
ら
孫
も
贈
与
の

対
象
に
な
る
こ
と
が
決
ま
っ
た
。

　
高
田
さ
ん
の
よ
う
に
、
孫
も
見
据
え

た
承
継
を
検
討
で
き
る
な
ら
、
相
続
時

精
算
課
税
制
度
の
活
用
が
よ
り
有
用
な

手
段
と
な
る
こ
と
は
間
違
い
な
い
。

�

税
理
士
・
関
根
宏
俊

引き下げた株価は相続時も変わらない

11/9号　P46_図_1特-事業承継の地獄-方式別の税額と株価

柳澤
オーバープリント済み

2-5　贈与の方式別の税額と株価

自社株評価総額
１株当たり株価（贈与時）
贈与税
１株当たり株価（相続時）

4億円
80万円

1億9720万円※1
80万円

4億円
80万円

7500万円※2
80万円

5000万円
10万円

500万円※3
10万円

※1＝{80万円（株価）×500株（株式数）－110万円（基礎控除額）}×50％（税率）－225万円（控除額）
※2＝{80万円（株価）×500株（株式数）－2500万円（特別控除額）}×20％（税率）
※3＝{10万円（株価）×500株（株式数）－2500万円（特別控除額）}×20％（税率）

通常の贈与 相続時精算課税 株価引き下げ後
相続時精算課税

計
算
式

持株会に譲渡し財産を圧縮

11/9号　P47_図_1特-事業承継の地獄-従業員持株会

柳澤
オーバープリント済み

2-6　従業員持株会と株式の保有関係

従業員 配
当
金
の
分
配

剰
余
金
の
配
当

会社

対価

従業員持株会
（民法組合）

共有

出資：75～80％ 出資：20～25％

譲渡

オーナー
経営者

相続税
減少

47　週刊ダイヤモンド  2013／11／09 「デイリー・ダイヤモンド」で  記事番号 31109471 、 記事番号 31109472 を入力すれば、
11月5日以降に閲覧可能です。もっと知りたい！



Special Feature

　
従
業
員
持
株
会
は
、
従
業
員
か
ら
取

得
資
金
を
出
し
て
も
ら
い
株
式
を
買
い

取
る
。
会
社
は
従
業
員
持
株
会
に
配
当

を
行
い
、
従
業
員
は
出
資
割
合
に
応
じ

た
配
当
金
を
受
け
取
る
。

　
従
業
員
が
株
式
を
直
接
保
有
し
て
も

同
じ
効
果
は
あ
る
が
、「
退
職
し
た
従
業

員
か
ら
株
式
を
買
い
戻
せ
な
く
な
る
」

「
高
値
で
買
い
戻
し
を
要
求
さ
れ
る
」

と
い
っ
た
リ
ス
ク
も
あ
る
。

　
従
業
員
持
株
会
は
、
規
約
に
「
退
会

（
退
職
）
時
の
現
金
精
算
」「
退
会
時
の

払
戻
額
を
固
定
す
る
」
な
ど
の
規
定
を

盛
り
込
む
こ
と
で
こ
う
し
た
リ
ス
ク
を

回
避
で
き
る
。�

税
理
士
・
梶
本 

岳

貸
付
金
を
株
に
交
換
し

評
価
額
を
引
き
下
げ
る

会
社
に
貸
付
金
が
あ
る

　
決
算
書
上
、
オ
ー
ナ
ー
経
営
者
か
ら

の
多
額
の
借
入
金
が
負
債
に
計
上
さ
れ

て
い
る
会
社
は
珍
し
く
な
い
。
オ
ー
ナ

ー
経
営
者
が
亡
く
な
り
、
相
続
が
発
生

す
る
と
、
相
続
税
の
財
産
評
価
上
、
会

社
へ
の
貸
付
金
は
額
面
金
額
で
カ
ウ
ン

ト
さ
れ
る
。
そ
の
た
め
、
思
わ
ぬ
高
額

の
相
続
税
が
か
か
り
か
ね
な
い
。

　
こ
う
し
た
場
合
、
会
社
の
債
務
を
資

本
に
交
換
す
る
、
Ｄ
Ｅ
Ｓ
（
デ
ッ
ト
・

エ
ク
イ
テ
ィ
・
ス
ワ
ッ
プ
）
を
活
用
し
、

オ
ー
ナ
ー
経
営
者
の
相
続
財
産
の
評
価

額
を
引
き
下
げ
る
の
が
有
効
で
あ
る
。

　
会
社
側
の
税
負
担
を
相
対
的
に
低
く

抑
え
ら
れ
る
か
が
、
Ｄ
Ｅ
Ｓ
を
活
用
す

る
際
の
ポ
イ
ン
ト
と
な
る
。

�

パ
ー
ト
ナ
ー
・
税
理
士
・
鈴
木
祥
克

保
険・役
員
退
職
金
で

遺
族
の
生
活
を
守
る

納
税
資
金
が
足
り
な
い

　
中
小
企
業
の
オ
ー
ナ
ー
経
営
者
に
は
、

個
人
の
蓄
財
よ
り
も
会
社
の
内
部
留
保

社
側
に
は
税
負
担
が
生
じ
る
。
経
営
状

態
が
悪
い
会
社
は
、
通
常
、
借
入
金
が

額
面
金
額
に
満
た
な
い
と
評
価
さ
れ
、

「
債
務
消
滅
益
」
を
認
識
す
る
。
こ
れ

と
相
殺
可
能
な
繰
越
欠
損
金
が
な
い
場

合
、
法
人
税
が
発
生
す
る
。

　

ま
た
、
税
務
上
の
「
資
本
金
等
の

額
」
が
増
え
る
こ
と
に
伴
い
、
法
人
住

民
税
（
均
等
割
）
が
増
加
す
る
。
負
担

増
を
許
容
で
き
な
い
な
ら
、
債
権
放
棄

も
併
せ
て
検
討
し
よ
う
。

オ
ー
ナ
ー
経
営
者
（
債
権
者
）
か
ら
見

る
と
、
貸
付
金
を
現
物
出
資
に
切
り
替

え
て
、
そ
の
見
返
り
に
株
式
を
割
り
当

て
て
も
ら
う
こ
と
に
な
る
。

　
図
２
－
７
を
見
て
い
た
だ
き
た
い
。

不
動
産
業
を
営
む
Ａ
社
は
、
オ
ー
ナ
ー

経
営
の
中
小
企
業
（
非
上
場
）。
長
引

く
不
況
で
債
務
超
過
に
陥
っ
て
お
り
、

オ
ー
ナ
ー
経
営
者
か
ら
の
借
入
金
は
５

億
円
ま
で
膨
れ
上
が
っ
て
い
る
。
オ
ー

ナ
ー
経
営
者
は
、
自
社
へ
の
貸
付
金
の

ほ
か
に
、
不
動
産
や
預
金
な
ど
１
億
円

相
当
の
財
産
を
有
し
て
い
る
。
Ｄ
Ｅ
Ｓ

実
行
前
の
Ａ
社
株
式
の
価
値
は
、
債
務

超
過
の
た
め
０
円
で
あ
る
。

　
こ
こ
で
相
続
が
発
生
す
る
と
、
一
人

息
子
に
は
相
続
財
産
計
６
億
円
に
対
し

て
、
２
億
４
０
０
０
万
円
の
相
続
税
が

課
さ
れ
る
。
と
こ
ろ
が
、
相
続
発
生
前

に
Ｄ
Ｅ
Ｓ
を
実
行
す
る
と
、
借
入
金
５

億
円
は
消
滅
し
、
自
己
資
本
（
純
資

産
）
に
転
換
さ
れ
、
純
資
産
価
値
は
、

プ
ラ
ス
２
億
円
に
転
じ
る
。
た
だ
し
、

相
続
税
を
算
定
す
る
際
、
Ａ
社
株
式
は
、

「
類
似
業
種
比
準
価
額
方
式
」
と
い
う

方
式
を
一
部
に
取
り
入
れ
て
評
価
で
き

る
た
め
、
通
常
は
、
純
資
産
価
値
よ
り

も
小
さ
く
な
る
。
こ
の
ケ
ー
ス
で
は
１

億
円
と
算
定
さ
れ
た
。
そ
の
結
果
、
相

続
財
産
は
２
億
円
、
相
続
税
額
は
４
８

６
０
万
円
と
な
り
、
相
続
税
を
１
億
９

１
４
０
万
円
軽
減
で
き
た
。

　
な
お
、
Ｄ
Ｅ
Ｓ
を
実
施
し
た
際
、
会

負債

負債

相続財産の評価を引き下げる

11/9号　P48_図_1特-事業承継の地獄-DES実行前後

柳澤
オーバープリント済み

2-7　ＤＥＳ実行前後の会社財政とオーナー財産の変化
【Ａ社の財政状況】
資産

【オーナー経営者の財産】

実質価値
0円

実
行
前

実
行
後

債務

債務の
株式化
（DES）

＊オーナー経営者の妻はすでに亡くなっており、相続人は後継者の息子1人のみ。2015年1月1日以後の相
続税率を使用している

オーナー
借入金
5億円

A社貸付金

A社株
個人の
預金や
不動産

相続財産の合計

相続税額

5億円

0円

1億円

6億円
2億4000万円

純資産

資本金ほか
▲3億円

預金
不動産
その他
計2億円

資産
0円
純資産

資本金ほか
2億円

預金
不動産
その他
計2億円

1億9140万円の節税効果！

A社貸付金

A社株
個人の
預金や
不動産

相続財産の合計

相続税額

0円

1億円

1億円

2億円
4860万円

週刊ダイヤモンド  2013／11／09　48



完全対策 事業承継特集

え
た
。
結
果
と
し
て
７
３
８
３
万
円
が

遺
族
に
残
る
こ
と
に
な
っ
た
。
無
事
、

相
続
税
を
払
え
る
上
、
遺
族
の
十
分
な

生
活
資
金
も
確
保
で
き
た
格
好
だ
。

　
財
産
と
事
業
の
承
継
は
オ
ー
ナ
ー
社

長
に
と
っ
て
人
生
の
総
仕
上
げ
と
い
っ

て
も
過
言
で
は
な
い
。
納
税
資
金
の
確

保
は
重
要
な
責
務
で
あ
る
。
生
命
保
険

や
退
職
金
を
活
用
し
て
必
要
な
資
金
を

確
保
し
て
お
け
ば
、
残
さ
れ
る
家
族
に

と
っ
て
も
大
き
な
安
心
材
料
と
な
る
だ

ろ
う
。�

税
理
士
・
永
峰 

努

入
す
れ
ば
、
保
険
料
は
会
社
の
費
用
と

し
て
損
金
に
算
入
さ
れ
、
節
税
対
策
に

も
な
る
。

　
死
亡
保
険
金
は
法
人
税
法
上
、
益
金

に
算
入
さ
れ
る
が
、
同
額
を
死
亡
退
職

金
と
し
て
支
払
い
、
損
金
に
計
上
す
れ

ば
、
会
社
に
法
人
税
の
負
担
は
な
い
。

　
再
び
表
２
－
８
に
戻
ろ
う
。
生
命
保

険
金
３
０
０
０
万
円
と
死
亡
退
職
金
８

０
０
０
万
円
を
受
け
取
る
こ
と
で
、
納

税
額
は
７
６
１
７
万
円
に
膨
ら
ん
だ
が
、

納
税
資
金
も
１
億
５
０
０
０
万
円
に
増

る
が
、
相
続
人
が
受
け
取
る
場
合
、「
５

０
０
万
円
×
法
定
相
続
人
の
数
」
ま
で

は
非
課
税
で
あ
る
。

　
相
続
税
の
納
税
資
金
を
こ
の
保
険
金

で
賄
う
こ
と
に
よ
り
、
他
の
財
産
を
手

放
す
必
要
が
な
く
な
る
。

　
も
し
、
山
峰
さ
ん
が
亡
く
な
る
ま
で

会
社
の
役
員
だ
っ
た
な
ら
、
会
社
か
ら

死
亡
退
職
金
を
受
け
取
り
、
納
税
資
金

に
充
て
る
こ
と
が
で
き
る
。
死
亡
退
職

金
は
「
み
な
し
相
続
財
産
」
と
し
て
相

続
税
の
課
税
対
象
と
な
る
が
、
保
険
金

と
同
じ
く
相
続
人
が
受
け
取
る
場
合
は

「
５
０
０
万
円
×
法
定
相
続
人
の
数
」

ま
で
は
非
課
税
で
あ
る
。

　
死
亡
退
職
金
に
プ
ラ
ス
し
て
会
社
か

ら
弔
慰
金
を
支
給
し
て
も
ら
う
こ
と
も

考
え
ら
れ
る
。
弔
慰
金
に
つ
い
て
は
、

死
亡
時
の
報
酬
月
額
の
半
年
分
（
業
務

上
の
死
亡
の
場
合
は
３
年
分
）
ま
で
は
、

相
続
税
が
か
か
ら
な
い
こ
と
に
な
っ
て

い
る
。

　
役
員
退
職
金
は
、
会
社
の
役
員
退
職

金
規
程
な
ど
に
基
づ
い
て
支
給
さ
れ
る

が
、
オ
ー
ナ
ー
経
営
者
の
場
合
は
在
任

期
間
が
長
く
、
退
職
金
が
高
額※

と
な
る

ケ
ー
ス
が
多
い
。

　
も
し
、
会
社
に
資
金
が
な
く
、
退
職

金
を
支
払
え
な
い
と
い
う
ケ
ー
ス
で
は
、

オ
ー
ナ
ー
経
営
者
を
被
保
険
者
、
会
社

を
契
約
者
か
つ
保
険
金
受
取
人
と
す
る

生
命
保
険
に
加
入
す
る
と
よ
い
。

　
解
約
返
戻
金
が
な
い
定
期
保
険
に
加

を
優
先
し
て
き
た
結
果
、
相
続
税
の
納

税
資
金
が
不
足
し
て
い
る
と
い
う
人
が

珍
し
く
な
い
。
年
金
が
あ
る
と
は
い
え
、

オ
ー
ナ
ー
経
営
者
が
第
一
線
を
退
い
た

後
の
余
生
を
考
え
る
と
、
手
持
ち
の
現

預
金
が
今
後
減
少
し
て
い
く
こ
と
は
想

像
に
難
く
な
い
。
自
宅
を
処
分
す
れ
ば
、

相
続
税
を
払
え
る
に
し
て
も
、
残
さ
れ

た
家
族
に
せ
め
て
家
と
生
活
資
金
く
ら

い
は
残
し
た
い
。

　
こ
う
し
た
事
態
を
避
け
る
に
は
、
生

前
に
相
続
税
の
納
税
資
金
を
確
保
し
て

お
く
こ
と
が
大
切
だ
。
そ
の
対
策
と
し

て
有
効
な
の
が
、
生
命
保
険
や
退
職
金

の
活
用
で
あ
る
。

　
非
上
場
会
社
の
オ
ー
ナ
ー
社
長
で
あ

る
山
峰
透
さ
ん
（
仮
名
・
73
歳
）
の
ケ

ー
ス
で
見
て
い
こ
う
（
表
２
－
８
参

照
）。
対
策
を
取
る
前
の
納
税
額
は
５

９
１
７
万
円
、
こ
れ
に
対
し
て
納
税
資

金
は
現
預
金
と
上
場
株
式
な
ど
で
４
０

０
０
万
円
し
か
な
く
、
１
９
１
７
万
円

が
不
足
し
て
い
た
。

　
解
決
法
は
こ
う
だ
。
山
峰
さ
ん
が
自

分
を
被
保
険
者
（
保
険
の
対
象
と
な
る

人
）、
相
続
人
で
あ
る
家
族
を
保
険
金

の
受
取
人
と
す
る
生
命
保
険
（
保
険
金

３
０
０
０
万
円
）
に
加
入
す
る
。
こ
れ

に
よ
り
、
家
族
は
山
峰
さ
ん
が
亡
く
な

っ
た
と
き
、
保
険
金
を
受
け
取
る
こ
と

が
で
き
る
。

　

こ
の
保
険
金
は
「
み
な
し
相
続
財

産
」
と
し
て
相
続
税
の
課
税
対
象
と
な

2-8　山峰さんの納税対策前後の資金過不足シミュレーション

現預金
死亡保険金
死亡退職金
上場株式、投信等
自宅（土地・建物）
A社株式
　　　合計

相続税額①
配偶者の税額軽減 （1/2）②
実際の納税額 （①－②） ＝ ③
納税資金④

資産の内訳 対策前 対策後
納
税
資
金
④

3000万円
─　　
─　　

1000万円
3000万円

4億円
4億7000万円
1億1835万円
▲5917万円

5917万円
4000万円

3000万円
3000万円
8000万円
1000万円
3000万円

4億円
5億8000万円
1億5235万円
▲7617万円

7617万円
1億5000万円

過不足（④－③） ▲1917万円 7383万円

遺族の家と生活資金を守る！

出所：○○○○○○
2013-11/09号　
P049下　1特_事業承継＞山岸さん
Ver.2013リニューアル　イラストレーターCS5　
オーバープリント済み　ナカタ

〈相続税額計算の前提〉
●2015年1月1日以後の相続を想定
●法定相続人 3人（妻、子2人）
●配偶者の税額軽減 配偶者が財産の1/2を承継するものとして適用
●その他控除 自宅（土地）の評価は小規模宅地等の特例適用後。死亡保険金および
死亡退職金については「500万円×法定相続人の数」の非課税を適用

〈納税対策〉
●山峰さんを被保険者、妻子を保険金受取人とする保険金3000万円の生命保険に加入
●亡くなるまで役員として会社に残り、死亡退職金8000万円を妻子が受け取る

合
計
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 ※過大な役員退職金は、支払う法人側において損金と認められないケースがある
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ち
分
」
の
な
い
会
社
を
設
立
で

き
る
よ
う
に
な
っ
た
。
株
式
会

社
は
発
行
済
み
株
式
数
の
持
ち

分
割
合
で
会
社
の
経
営
権
を
有
す
る
か
否

か
が
決
ま
る
。
だ
が
、
持
ち
分
の
な
い
会

社
は
、
原
則
と
し
て
「
人
」（
社
員
。
株
式

会
社
の
株
主
に
相
当
）
は
皆
平
等
に
１
人

に
１
議
決
権
を
有
す
る
。
そ
れ
が
「
一
般

社
団
法
人
」
だ
。

　
一
般
社
団
法
人
は
、
非
営
利
団
体
を
対

象
と
し
た
法
人
制
度
の
一
つ
だ
。
か
つ
て

は
、
営
利
を
目
的
と
し
な
い
団
体
は
、
公

益
法
人
し
か
な
か
っ
た
が
、
公
益
法
人
制

度
改
革
に
伴
い
設
立
可
能
と
な
っ
た
。

「
非
営
利
」「
営
利
を
目
的
と
し
な
い
」
と

は
、
剰
余
金
の
分
配
を
行
わ
な
い
と
い
う

こ
と
だ
。
す
な
わ
ち
、
株
式
会
社
に
お
け

る
配
当
に
相
当
す
る
も
の
や
解
散
時
の
残

余
財
産
の
分
配
を
行
わ
な
い
。

　
そ
の
意
味
に
お
い
て
、
社
員
は
会
社
に

対
し
て
持
ち
分
を
主
張
で
き
な
い
。
た
だ

し
心
配
は
無
用
だ
。
財
産
を
分
配
し
て
法

人
を
解
散
す
る
の
は
、
一
般
の
会
社
で
も

倒
産
の
と
き
く
ら
い
だ
。

　
一
方
、
一
般
社
団
法
人
で
も
、
収
益
事

し
て
し
ま
う
の
も
一
つ
の
手
段
だ
。
一
番

適
し
て
い
る
財
産
は
、
評
価
額
が
高
く
は

な
い
が
収
益
が
上
が
る
、
都
心
の
老
朽
化

し
た
ビ
ル
な
ど
で
あ
る
。

　
そ
う
す
る
こ
と
で
、
配
当
や
不
動
産
収

入
が
、
現
経
営
者
個
人
の
収
入
か
ら
、
一

般
社
団
法
人
の
収
入
に
切
り
替
わ
る
。
妻

や
子
ど
も
、
孫
を
一
般
社
団
法
人
の
従
業

員
や
社
員
に
し
て
給
与
を
支
払
え
ば
、
所

得
を
分
散
さ
せ
る
こ
と
も
で
き
る
。

　
相
続
が
発
生
し
た
後
は
、
一
般
社
団
法

人
に
は
株
主
が
い
な
い
の
で
、
所
有
物
件

の
相
続
で
悩
む
必
要
も
な
い
。

　
相
続
人
全
員
を
一
般
社
団
法
人
の
社
員

に
し
て
、
配
当
や
賃
貸
収
入
を
給
与
で
分

業
を
行
い
、
株
式
会
社
の
よ
う
に
収
益
事

業
で
利
益
を
得
る
こ
と
や
、
役
員
報
酬
・

従
業
員
給
与
を
支
払
う
こ
と
は
ま
っ
た
く

問
題
な
い
。

　
他
の
法
律
で
禁
止
さ
れ
て
い
な
い
限
り

特
に
事
業
内
容
に
つ
い
て
制
約
は
な
く
、

公
益
事
業
の
ほ
か
協
同
組
合
や
中
間
法
人

の
よ
う
に
共
益
的
事
業
（
会
員
共
通
の
利

益
を
図
る
活
動
）
を
行
う
こ
と
も
可
能
だ
。

　

こ
こ
で
は
、
事
業
承
継
の
際
に
、〝
プ

チ
カ
ン
パ
ニ
ー
〟
と
し
て
一
般
社
団
法
人

を
使
う
手
法
を
紹
介
し
よ
う
。
プ
チ
カ
ン

パ
ニ
ー
と
は
、
自
分
や
自
分
の
家
族
の
財

産
を
守
る
た
め
の
法
人
で
あ
り
、
要
す
る

に
資
産
を
管
理
す
る
た
め
の
私
的
法
人
だ
。

　
一
般
社
団
法
人
に
は
出
資
持
ち
分
が
な

い
の
で
、
相
続
時
に
一
般
社
団
法
人
の
財

産
に
相
続
税
を
課
税
さ
れ
る
こ
と
が
な
い
。

　
そ
こ
で
一
般
社
団
法
人
を
設
立
し
て
、

現
経
営
者
が
持
つ
会
社
の
株
式
を
生
前
に

移
し
て
し
ま
う
の
だ
。

　
ま
た
、
中
小
企
業
の
経
営
者
に
は
、
個

人
で
ア
パ
ー
ト
や
マ
ン
シ
ョ
ン
を
所
有
し

て
い
る
人
も
少
な
く
な
い
が
、
こ
れ
ら
の

不
動
産
の
所
有
権
を
一
般
社
団
法
人
に
移

配
す
れ
ば
、
親
族
が
残
さ
れ
た
財
産
を
め

ぐ
っ
て
争
う
〝
争
族
〟
も
な
く
な
る
の
だ
。

　
相
続
税
の
面
で
も
効
果
は
大
き
い
。

　
例
え
ば
、
毎
年
５
０
０
万
円
の
所
得
で
、

１
５
０
万
円
の
法
人
税
を
差
し
引
い
た
残

り
が
３
５
０
万
円
あ
る
と
す
る
と
、
10
年

間
で
た
ま
る
利
益
は
、
３
５
０
０
万
円
だ
。

　
株
式
会
社
な
ら
た
ま
っ
た
利
益
が
株
価

に
反
映
さ
れ
相
続
税
が
課
税
さ
れ
る
が
、

一
般
社
団
法
人
に
は
、
出
資
持
ち
分
が
な

い
の
で
、
相
続
税
の
課
税
対
象
外
で
あ
る
。

　
今
後
の
事
業
承
継
・
相
続
対
策
に
は
、

一
般
社
団
法
人
を
使
っ
た
手
法
が
ポ
ピ
ュ

ラ
ー
に
な
っ
て
い
く
だ
ろ
う
。

�

税
理
士
・
松
木
昭
和

２
０
０
８
年
か
ら
設
立
が
認
め
ら
れ
た
「
一
般
社
団
法
人
」
を
使
っ
て
〝
プ

チ
カ
ン
パ
ニ
ー
〟
を
設
立
す
れ
ば
、
相
続
財
産
を
め
ぐ
っ
て
親
族
が
争
う

〝
争
族
〟
が
回
避
で
き
る
だ
け
で
な
く
、
相
続
税
も
大
幅
に
軽
減
で
き
る
。

Column

争
族・税
金
問
題
を
解
決
す
る

社
団
法
人〝
プ
チ
カ
ン
パ
ニ
ー
〟

「
持

＊本稿においては公益を目的としない一般社団法人について解説している

プチカンパニーで一挙両得

11/9号　P50_図_1特-事業承継の地獄-一般社団法人設立

柳澤
オーバープリント済み

2-9　一般社団法人設立の際の資産のもらい方

財産の分配などをめぐり〝争族〞が起きたり相続税が問題に

妻や子を一般社団法人の従業員や社員にして給与でもらう

【通常の相続】

【一般社団法人設立】

＊相続人は妻と子１人

現経営者
株・不動産

株 アパート

妻

子

株

現金

アパート

現経営者 一般社団
法人

給与

妻

子
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完全対策 事業承継特集

　
族
で
代
々
歴
史
と
伝
統
を
守

っ
て
い
く
、
と
い
う
会
社
に

と
っ
て
後
継
者
へ
の
自
社
株

の
承
継
は
大
き
な
課
題
だ
。

　
こ
れ
ま
で
、
ス
ム
ー
ズ
な
事
業
承
継

を
支
援
す
る
目
的
で
、「
事
業
承
継
税

軽
減
で
き
る
の
だ
。

　
贈
与
税
の
納
税
猶
予
の
対
象
と
な
っ

た
自
社
株
は
、
相
続
時
に
、
相
続
税
の

納
税
猶
予
を
選
択
で
き
る
。
そ
の
株
価

は
贈
与
時
の
も
の
が
据
え
置
か
れ
て
い

る
た
め
、
う
ま
く
活
用
す
れ
ば
評
価
据

え
置
き
と
納
税
猶
予
の
両
方
の
メ
リ
ッ

ト
が
取
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　
こ
の
ケ
ー
ス
で
は
、
制
度
を
利
用
し

な
か
っ
た
と
き
に
比
べ
て
、
相
続
時
の

税
負
担
は
約
２
億
８
２
８
０
万
円
（
う

ち
、
１
億
７
７
８
０
万
円
は
納
税
猶

予
）
の
差
が
生
じ
る
こ
と
に
な
る
。

員
を
退
任
し
て
い
な

け
れ
ば
な
ら
ず
、
収

入
が
途
絶
え
る
だ
け

で
な
く
、
当
面
の

〝
お
目
つ
け
役
〟
と

し
て
会
社
に
残
る
こ

と
も
難
し
か
っ
た
。

　
こ
の
よ
う
な
状
況

を
踏
ま
え
、
平
成
25

年
度
税
制
改
正
で
は
、

活
用
の
上
で
ネ
ッ
ク

と
な
っ
て
い
た
要
件

が
緩
和
さ
れ
、
大
幅

に
使
い
勝
手
が
よ
く

な
っ
た
（
表
２
－
10

参
照
）。

　
ポ
イ
ン
ト
は
先
代

経
営
者
の
生
前
に
行

う
こ
と
。
自
社
株
の

贈
与
に
係
る
贈
与
税

の
納
税
猶
予
か
ら
制
度
を
活
用
す
る
の

が
理
想
的
だ
。

　
実
際
の
使
い
方
を
見
て
い
こ
う
（
図

２
－
11
参
照
）。
ま
ず
、
自
社
株
を
限

度
株
数
ま
で
一
度
に
ま
と
め
て
後
継
者

に
贈
与
す
る
。
納
税
猶
予
の
対
象
と
な

っ
た
自
社
株
は
、
贈
与
者
（
先
代
経
営

者
）
の
死
亡
時
に
あ
ら
た
め
て
相
続
税

の
対
象
と
な
る
が
、
そ
の
株
価
は
贈
与

時
の
評
価
に
据
え
置
か
れ
る
。

　
贈
与
後
も
会
社
に
利
益
が
出
て
株
価

が
上
昇
し
て
い
る
が
、
贈
与
後
の
株
価

の
値
上
が
り
分
に
つ
い
て
の
税
負
担
を

制
」
が
設
け
ら
れ
て
い
た
。
会
社
の
議

決
権
株
式
総
数
の
３
分
の
２
ま
で
の
部

分
に
つ
い
て
、
相
続
で
後
継
者
が
取
得

し
た
自
社
株
の
相
続
税
を
80
％
、
自
社

株
を
後
継
者
に
生
前
贈
与
し
た
際
の
贈

与
税
を
１
０
０
％
納
税
猶
予
し
て
も
ら

え
る
制
度
で
あ
る
。

　
あ
く
ま
で
〝
猶
予
〟
な
の
だ
が
、
一

定
の
要
件
を
満
た
せ
ば
猶
予
額
も
免
除

さ
れ
る
た
め
、
税
負
担
の
観
点
か
ら
大

き
な
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
。

　
と
こ
ろ
が
、
２
０
０
８
年
10
月
の
適

用
開
始
以
来
４
年
間
で
、
こ
の
制
度
を

使
っ
た
の
は
わ
ず
か
５
４
９
件
に
す
ぎ

な
い
。

　
手
続
き
が
煩
雑
な
上
、
ハ
ー
ド
ル
の

高
い
要
件
も
多
く
、
要
件
を
満
た
せ
な

け
れ
ば
利
子
税
と
と
も
に
猶
予
額
を
支

払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
な
ど
、
制
度

を
使
う
リ
ス
ク
も
高
か
っ
た
。

　
ま
た
、
株
を
贈
与
す
る
際
に
は
、
役

＊�事業承継税制は筆頭株主（先代経営者）から後継者へ、1対1の世代交代を条件としている。長男・次男
など複数の後継者がいる場合、会社を分割して個々に事業承継税制を使う方法もある

2-10　事業承継税制の主な改正内容

役員として残ることが可能に

※１ 2013年4月1日以後受ける認定について適用
※2 特例基準割合が2％の場合。14年1月1日以後の期間にかかる

利子税について適用
＊※１、※２以外の項目は15年1月1日以後の相続等について適用

出所：○○○○○○
2013-11/09号　
P051上　1特_事業承継＞改正内容
Ver.2013リニューアル　イラストレーターCS5　
オーバープリント済み　　ナカタ

事前確認
後継者
役員退任
（贈与時）

雇用の8割
以上確保
利子税

項目 改正前 改正後
必要

親族限定

必要

5年間毎年維持

2.1%

不要※1

親族に限らず
代表者を退任

（有給役員として残留可）

5年間平均で評価

0.9%※2

2-11　自社株を生前贈与して納税猶予を活用した例
（株価）

→１００%納税猶予
納税額：0円
贈与税対象

→80％納税猶予
納税額：3020万円
相続税対象

納税猶予を活用しない
場合の相続税対象
納税額：3億1300万円

7億円

5億円

（時点）贈与時 相続時
＊2015年1月1日以後の相続等の税率で計算
＊相続人は後継者（子）1人。相続時の自社株以外の財産は基礎控除額と同額とした
＊自社株は現経営者が議決権株式総数の3分の２を所有（後継者の所有なし）

納税額は大きく変わる

出所：○○○○○○
2013-11/09号　
P051下　1特_事業承継＞納税猶予
Ver.2013リニューアル　イラストレーターCS5　
オーバープリント済み　ナカタ

贈与税の猶予額は
相続時に免除

値上がり！
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後
継
者
に
ス
ム
ー
ズ
に
株
を
渡
す
目
的
で
設
け
ら
れ
た
「
事
業
承
継
税

制
」
だ
が
、
使
い
勝
手
の
悪
さ
か
ら
あ
ま
り
利
用
さ
れ
て
い
な
い
。
改
正

に
よ
り
要
件
が
緩
和
さ
れ
、
今
後
は
活
用
さ
れ
る
ケ
ー
ス
も
増
え
そ
う
だ
。

株
の
承
継
の
税
負
担
が
激
減
！

使
い
勝
手
が
よ
く
な
る
納
税
猶
予

新
事
業
承
継
税
制

髙
橋
健
太
郎
●
税
理
士
法
人
山
田
＆
パ
ー
ト
ナ
ー
ズ 

パ
ー
ト
ナ
ー
、
税
理
士
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子
に
株
を
す
べ
て
承
継
し

妻
に
保
険
金
を
残
す

妻
の
老
後
資
金
が
心
配

　
中
小
企
業
の
事
業
承
継
で
は
、
少
な

く
と
も
発
行
済
み
株
式
の
50
％
を
超
え

る
株
式
、
で
き
れ
ば
定
款
変
更
な
ど
重

要
な
事
項
を
決
め
る
「
特
別
決
議
」
に

必
要
な
３
分
の
２
以
上
の
株
式
を
後
継

者
に
承
継
さ
せ
た
い
。

　
し
か
し
、
中
小
企
業
の
経
営
者
に
は
、

自
社
株
以
外
に
ほ
と
ん
ど
財
産
を
持
っ

て
い
な
い
と
い
う
人
は
珍
し
く
な
い
。

　
図
２
－
12
の
ケ
ー
ス
で
は
、
オ
ー
ナ

ー
経
営
者
が
死
亡
し
た
と
き
、
法
定
相

続
分
に
従
え
ば
、
妻
と
長
男
が
そ
れ
ぞ

れ
２
分
の
１
ず
つ
を
相
続
す
る
こ
と
に

な
る
。
今
後
の
事
業
経
営
の
こ
と
を
考

え
る
と
、
後
継
者
で
あ
る
長
男
が
自
社

株
な
ど
の
事
業
経
営
に
関
わ
る
す
べ
て

Special Feature

き
る
。

　
生
命
保
険
は
、
亡
く
な
っ
た
と
き
被

相
続
人
に
な
る
オ
ー
ナ
ー
経
営
者

（
夫
）
が
被
保
険
者
（
保
険
の
対
象
と

な
る
人
）、
か
つ
保
険
料
の
負
担
者
で
、

妻
が
死
亡
保
険
金
の
受
取
人
と
な
る
契

約
を
結
べ
ば
よ
い
。

　
妻
が
相
続
を
放
棄
す
る
と
、
相
続
人

で
は
な
く
な
る
が
、
生
命
保
険
金
は
、

原
則
と
し
て
相
続
財
産
と
は
な
ら
ず
、

問
題
な
く
受
け
取
れ
る
（
相
続
税
額
の

計
算
で
は
、「
み
な
し
相
続
財
産
」
と
し

て
相
続
税
が
課
さ
れ
る
）。

　
た
だ
し
、
妻
は
相
続
人
で
は
な
く
な

る
た
め
、
生
命
保
険
金
の
非
課
税
控
除

枠
（
＝
５
０
０
万
円
×
法
定
相
続
人
の

数
）
は
使
え
な
く
な
る
。
相
続
税
額
へ

の
影
響
は
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

の
資
産
を
承
継
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

　
た
だ
、
妻
が
相
続
を
放
棄
し
て
す
べ

て
の
財
産
を
長
男
が
相
続
す
る
と
、
妻

の
老
後
の
お
金
が
心
配
だ
。

　
そ
こ
で
、
妻
の
老
後
の
生
活
費
を
確

保
す
る
た
め
に
使
い
た
い
の
が
生
命
保

険
だ
。
オ
ー
ナ
ー
経

営
者
で
あ
る
夫
が
亡

く
な
っ
た
と
き
、
妻

は
相
続
を
放
棄
し
て

夫
の
財
産
を
一
切
受

け
取
ら
な
い
代
わ
り

に
、
老
後
の
生
活
資

金
と
し
て
保
険
金
を

受
け
取
る
。

　
一
方
、
長
男
が
事

業
に
関
係
す
る
す
べ

て
の
財
産
を
承
継
す

る
こ
と
で
、
事
業
財

産
の
分
散
を
防
ぎ
、

安
定
し
た
経
営
が
で

が
、
①
相
続
税
の
基
礎
控
除
や
、
②
配

偶
者
の
税
額
軽
減
な
ど
は
適
用
で
き
る

の
で
、
妻
に
か
か
る
税
金
は
か
な
り
軽

減
さ
れ
る
。

　
な
お
、
相
続
を
放
棄
す
る
場
合
、
オ

ー
ナ
ー
経
営
者
（
夫
）
が
亡
く
な
っ
た

日
か
ら
３
カ
月
以
内
に
、
家
庭
裁
判
所

に
「
相
続
放
棄
申
述
書
」
を
提
出
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
手
続
き
に
は
申
述
人
（
相
続
人
）
の

戸
籍
謄
本
、
被
相
続
人
（
亡
く
な
っ
た

人
）
の
戸
籍
謄
本
（
除
籍
簿
）、
被
相

続
人
の
住
民
票
の
除
票
な
ど
が
必
要
に

な
る
。

　
提
出
し
て
１
週
間
ほ
ど
で
家
庭
裁
判

所
か
ら
照
会
書
が
送
付
さ
れ
て
く
る
の

で
、
質
問
事
項
に
回
答
し
て
返
送
す
る
。

問
題
が
な
け
れ
ば
相
続
放
棄
が
認
め
ら

れ
る
。

　
相
続
発
生
後
の
手
続
き
を
ス
ム
ー
ズ

に
行
う
に
は
、
夫
の
生
前
か
ら
関
係
者

が
よ
く
話
し
合
い
、
相
続
放
棄
の
手
続

自
社
株
以
外
に
め
ぼ
し
い
資
産
が
な
い
と
い
う
中
小
企
業
の
経
営
者
は
多

い
。
自
社
株
を
す
べ
て
後
継
者
に
渡
せ
ば
、
妻
の
老
後
資
金
の
問
題
や
、

遺
産
を
め
ぐ
る
“
争
族
〟
リ
ス
ク
も
出
て
く
る
。
解
決
方
法
を
紹
介
す
る
。

経
営
権
を
後
継
者
に
集
中

ト
ラ
ブ
ル
回
避
に
遺
言
は
必
須

会
社
を
継
が
な
い
親
族
対
策

佐
藤
正
明
●
税
理
士
・
社
会
保
険
労
務
士

2-12　息子に自社株、妻に老後資金を残す方法

（被相続人）

自社株
１００％

生命保険契約
　夫：被保険者、支払人
　妻：受取人

（相続人）

夫：
オーナー
経営者 妻

息子：
後継者 法定相続分

1/2

相続放棄

法定相続分
1/2

相続放棄しても保険金がもらえる

出所：○○○○○○
2013-11/09号　
P052上　1特_事業承継＞相続放棄
Ver.2013リニューアル　イラストレーターCS5　
オーバープリント済み　ナカタ
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完全対策 事業承継特集

す
る
に
は
、
会
社
の
株
を
も
ら
え
な
い

長
女
に
、
そ
れ
な
り
の
財
産
を
渡
す
と

い
っ
た
配
慮
が
必
要
だ
ろ
う
。

　
固
定
合
意
を
す
る
と
、
相
続
財
産
を

計
算
す
る
際
に
、
後
継
者
（
長
男
）
が

経
営
者
か
ら
の
生
前
贈
与
で
取
得
し
た

自
社
株
を
、
合
意
し
た
時
点
の
価
額
と

す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
こ
の
ケ
ー
ス
で
は
後
継
者
が
自
社
株

を
引
き
継
い
だ
時
点
の
３
０
０
０
万
円

で
固
定
で
き
る
。
長
男
が
頑
張
っ
て
価

値
を
上
昇
さ
せ
た
９
０
０
０
万
円
分
は
、

長
女
か
ら
の
請
求
の
対
象
外
に
な
る
と

い
う
わ
け
だ
。

　
な
お
、
固
定
合
意
は
、
合
意
す
る
株

式
の
価
額
は
「
合
意
時
に
お
け
る
相
当

な
価
額
」
で
あ
る
こ
と
を
、
税
理
士
、

公
認
会
計
士
、
弁
護
士
な
ど
に
証
明
し

て
も
ら
う
必
要
が
あ
る
。

　
ま
た
、
遺
留
分
を
主
張
で
き
る
者
全

員
（
後
継
者
を
含
む
）
で
合
意
し
て
、

書
面
を
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
ち
な
み
に
、
一
部
の
自
社
株
を
除
外

合
意
、
残
り
を
固
定
合
意
の
対
象
と
す

る
こ
と
も
で
き
る
。

　
後
継
者
で
は
な
い
親
族
が
生
前
贈
与

で
取
得
し
た
財
産
に
つ
い
て
も
遺
留
分

算
定
の
基
礎
財
産
に
算
入
し
な
い
と
い

う
合
意
が
で
き
る
。

　
も
ち
ろ
ん
、
経
営
者
は
、
長
男
に
会

社
を
承
継
さ
せ
る
こ
と
を
明
記
し
つ
つ
、

長
女
の
遺
留
分
に
も
十
分
配
慮
し
た
遺

言
書
を
残
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。

時
の
評
価
額
を
贈
与
時
点
で
固
定
す
る

合
意
で
あ
る
。

　
後
継
者
が
権
利
者
全
員
に
同
意
し
て

も
ら
い
、
所
定
の
手
続
き
を
行
え
ば
、

利
用
で
き
る
。

　
具
体
的
な
ケ
ー
ス
で
説
明
し
て
い
こ

う
（
図
２
－
13
参
照
）。
中
小
企
業
の

経
営
者
の
妻
は
す
で
に
死
亡
し
て
お
り
、

法
定
相
続
人
は
後
継
者
の
長
男
と
嫁
い

だ
長
女
の
２
人
と
い
う
ケ
ー
ス
。

　
会
社
を
引
き
継
い
だ
長
男
は
、
会
社

を
発
展
さ
せ
て
、
自
社
株
の
価
値
を
引

き
継
い
だ
と
き
の
３
０
０
０
万
円
か
ら

父
の
死
亡
時
点
で
、
１
億
２
０
０
０
万

円
ま
で
引
き
上
げ
た
。

　
本
来
は
こ
の
１
億
２
０
０
０
万
円
が

相
続
人
の
取
り
分
を

計
算
す
る
際
の
財
産

（
基
礎
財
産
）
に
含

ま
れ
る
。

　
し
か
し
、
自
社
株

を
基
礎
財
産
か
ら
は

ず
す
よ
う
除
外
合
意

を
し
て
お
け
ば
、
長

女
は
こ
の
自
社
株
に

つ
い
て
は
、
遺
留
分

を
請
求
で
き
な
く
な

る
。
こ
の
た
め
、
相

続
に
伴
う
自
社
株
や

事
業
用
資
産
の
分
散

を
防
ぐ
こ
と
が
で
き

る
の
だ
。

　
合
意
を
得
や
す
く

が
定
め
る
「
遺
留
分
」
が
そ
れ
で
あ
る
。

　
遺
留
分
と
は
、
法
定
相
続
人
（
亡
く

な
っ
た
人
の
兄
弟
姉
妹
を
除
く
）
に
保

障
さ
れ
る
最
低
限
度
の
取
り
分
の
こ
と
。

亡
く
な
っ
た
先
代
経
営
者
に
め
ぼ
し
い

資
産
が
な
い
た
め
、
遺
留
分
を
渡
す
目

的
で
、
会
社
を
継
が
な
い
相
続
人
に
自

社
株
や
事
業
用
資
産
を
渡
す
と
、
後
々

ト
ラ
ブ
ル
の
種
に
な
り
が
ち
だ
。

　
こ
う
し
た
ケ
ー
ス
で
使
い
た
い
の
が
、

中
小
企
業
の
自
社
株
・
事
業
用
資
産
の

承
継
を
対
象
と
し
た
「
除
外
合
意
」「
固

定
合
意
」
と
い
う
民
法
の
特
例
だ
。

　
除
外
合
意
と
は
、
先
代
経
営
者
に
生

前
贈
与
さ
れ
た
自
社
株
を
遺
留
分
か
ら

除
外
す
る
合
意
、
固
定
合
意
と
は
相
続

き
や
そ
の
意
義
に
つ
い
て
よ
く
理
解
し

て
お
く
こ
と
が
大
切
だ
。

　
ま
た
、
妻
と
長
男
が
ト
ラ
ブ
ル
を
起

こ
さ
な
い
た
め
に
、
自
社
株
の
相
続
や

妻
が
受
け
取
る
保
険
金
の
取
り
扱
い
に

つ
い
て
、
公
正
証
書
で
作
成
し
た
遺
言

書
を
残
し
た
ほ
う
が
い
い
だ
ろ
う
。

株
の
分
散
を
防
ぎ
つ
つ

娘
の
取
り
分
に
も
配
慮

嫁
い
だ
娘
が
い
る

　
中
小
企
業
の
事
業
承
継
で
問
題
に
な

る
の
は
相
続
税
の
負
担
だ
け
で
は
な
い
。

会
社
を
継
が
な
い
“
親
族
の
取
り
分
〟

も
大
き
な
問
題
に
な
り
が
ち
だ
。
民
法

2-13　自社株価値と遺留分の変化
〈前提条件〉

〈経営者の財産の変化〉
●自社株の贈与時点
不動産
3000万円

自社株

株価上昇3000万円

●先代経営者の死亡時点

遺留分算定の基礎財産＝１億5000万円に増加

不動産
3000万円

自社株
1億2000万円

［通常の相続］

遺留分算定の基礎財産＝１億5000万円

長女の遺留分
3750万円

〈合意の有無による長女の遺留分の変化〉

合意の有無で長女の取り分が変わる

＊長男が取得した自社株は3000万円に固定
＊長女の遺留分＝6000万円×1/2×1/2

＊長女の遺留分＝1億5000万円×1/2×１/2

［除外合意］……長男へ自社株を贈与した時点で合意

基礎財産＝3000万円

長女の遺留分
750万円

＊長男が取得した自社株は遺留分から除外され、相続の基礎財産は不動産
3000万円のみとなる
＊長女の遺留分＝3000万円×1/2×１/2

［固定合意］……長男へ自社株を贈与した時点で合意

基礎財産＝6000万円

長女の遺留分
1500万円

出所：○○○○○○
2013-11/09号　
P053　1特_事業承継＞自社株と遺留分
Ver.2013リニューアル　イラストレーターCS5　
オーバープリント済み　ナカタ

被相続人は中小企業オーナー、妻はすでに亡くなっており、相続人
は会社を継ぐ長男と、会社とは無関係の長女
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